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経済領域 
 
天児   皆さん、おはようございます。 

ほんとに暑い季節になりまして、ご苦労さまです。今日は、実質的には初めて

みんなそれぞれどういうふうにこのグローバル COE の中の、それぞれの班の中

の自分のテーマというものを考えて、これからどういう形で全体として収斂して

いくかということについての、実質的に初めての意見交換会になると思います。

こういう機会は、ほんとはもっと早くすべきだったと思いますけれども、いろん

な企画とか、もう既にいろんな活動を進めておりましたので、なかなかそういう

機会が持てなかったと思います。わたし自身は今日一日を、やはり自分の専門の

領域だけじゃなくて、ほかの領域から、アジアの協力・統合というものの共通し

た枠組みをどういうふうに作り上げたらいいのか、作り上げられるのかどうかと

いう、そういうことについて勉強したいと大変期待を持って参加をしております。 
     今日、ラウンドテーブル式にしたのは、そういう意味で、それぞれ報告者のか

たとは違う専門の領域の発言が続くと思うんですね。非常に単純な疑問でももち

ろん結構ですし、積極的に意見交換をしながら、相互の理解を深め、かつ、その

中で共通の認識の知的なフレームワークというものを作り出せればいいかなとい

うふうに思っていますので、ぜひ皆さん積極的に議論に参加していただきたい。

それから、２列目以降におられる方も別にオブザーバー参加ではありませんので、

ぜひ積極的に議論に参加していただきたいというふうに思います。 
     これから開始いたしますけれども、17 時 40 分までというロングレースになり

ます。ロングレースになると、やはり頭脳勝負よりも体力勝負ということになり

ます。そうすると若い人たちががぜん有利になるということです。 後は、 前

列のかたはほとんど頭脳停止の状況になると思います。ぜひ、後ろの人は積極的

に鉄砲を撃ってください。 
     それで、そう言いながらも、われわれ時間に非常に制約されております。もう

既に７分ほど過ぎておりますが、各セッションのタイムというのは、これは後ろ

に引き延ばすわけにはいきませんので、それぞれの領域のリーダー、 初は経済

で、深川先生がおられないので、浦田先生にお願いいたしますが、それぞれの領

域リーダーは時間調整をしっかりとしていただき、そして、ポイントをぜひ的確

に整理して提起していただければと思います。  
終的にはリージョナル・ガバナンスという、われわれが持っている大きなテ

ーマ、地域ガバナンスという問題にどう収斂していくかということを意識しなが

ら、司会者のかたは上手に進めてくれればと思います。それでは、よろしくお願

いいたします。 
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浦田 秀次郎 
「アジアにおける経済統合」 
 
浦田   深川さんが遅れていますので、わたしが代わりに進行役ということで、経済分

野から始めたいと思います。経済とはいってもテーマが少しずつ違うので、各分

野の担当者が 10分以内で発表し、残りの 10 分ぐらいで議論する方法をとります。 
経済分野は白木先生の経営、技術移転のようなテーマに関するものと、赤尾先

生の貿易と環境、そして深川さん、わたし。深川さんとわたしは比較的似ている

のですけども、東アジア経済統合に関連するテーマの発表です。もしよろしかっ

たら簡単に発表さしていただきたいと思います。お手元にわたしの名前がついた

レジュメが配付されていると思います。それを使いながら簡単に、今までどうい

った研究をしてきたのか、そして、今後どういう研究を考えているのかというこ

とについてお話ししたいと思います。 
     これまでの研究に関しまして四つテーマを挙げてあります。一つはディスカッ

ション・ペーパーとしてこちらから出してもらっています。 初のテーマ、東ア

ジアにおける経済統合の実態ということで、以前も報告したかと思うんですけど

も、東アジアの域内での貿易は、ほかの地域との貿易と比べて非常に大きく拡大

していると。その内容を調べてみようということで、こういった研究をしました。

具体的に言いますと、東アジアの貿易、域内の貿易の特徴としては、部品の貿易

が非常に多いと。域内で部品が取引され、そして域内で完成品が作られます。そ

の作られた完成品が域内にも輸出されるのですけども、北米とか欧州とか、そう

いった域外に輸出されているという、こういう実態が以前から認められていまし

た。 近少しずつ変わってきていまして、域内に完成品が輸出されるという割合

も高まっている。その背景としては、域内の国の所得が経済成長の結果上昇して

いるということがあります。そういったようなことを 初のテーマで調べました。 
     ２番目のテーマは東アジアにおけるＦＴＡ設立の状況ですが、これは２国間、

例えば日本・シンガポールとか、そういったＦＴＡがかなり多くできています。

今、課題となっているのは、ＡＳＥＡＮと日本とか、ＡＳＥＡＮと中国、ＡＳＥ

ＡＮと韓国といったような、ＡＳＥＡＮ＋１、これがかなり多くできつつある。

そういう中で、東アジア全体をカバーするＦＴＡはまだできてないわけで、その

ような状況からいかにして、つまり２国間、あるいはＡＳＥＡＮ＋１という状況

をいかにＡＳＥＡＮ全体に広げていくかというのが今のテーマ。これは政治レベ

ルあるいは政府レベルでのテーマでもあります。 
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     それに関してはＡＳＥＡＮと日中韓を構成メンバーとしたＡＳＥＡＮ＋３、そ

してＡＳＥＡＮと日中韓＋インド、オーストラリア、ニュージーランドを構成国

としたＡＳＥＡＮ＋６という枠組みがありまして、後者はＣＥＰＥＡと呼ばれて

いて、日本政府が強く推しているものです。前者についてはＥＡＦＴＡというこ

とで中国・韓国が推進している。そういった枠組みについての議論があり、今後

どうなるかというようなことを２番目のテーマで議論しています。 
     その関連で、表を簡単に説明したいのですけども。下に２と書いた２ページ目

の表の１、これが今、現在世界に存在するＦＴＡと、交渉中のＦＴＡ、非常に多

いということです。それから３ページ目の表２が、各国の各部門における関税率。

保護がまだ多くの産業で残っているという実態をここで示しています。表のテー

ブル３とテーブル４、テーブル４とテーブル５は、もし、先ほど言いましたＡＳ

ＥＡＮ＋３と、それからＡＳＥＡＮ＋１というのが今５つできつつあるんですけ

ども、それと、ＡＳＥＡＮ＋６というＦＴＡができた場合に経済的にどういう影

響が出てくるのだろうかということを、シミュレーションをして計算した結果で

す。 
 １点だけをお話ししておきますと、テーブル３を見ていただきたいのですけど

も、ＥＡＦＴＡ、東アジアＦＴＡと、ＣＥＰＥＡ、これ左と右に分かれています

が、シミュレーションの３っていうところを見ていただきたいんですけども、こ

れは貿易の自由化だけではなくて、円滑化という、制度を統一するとか、そうい

ったような措置、そして経済協力、この三つの内容を持ったＦＴＡができたなら

ば、ＡＳＥＡＮ＋６の国に対してＧＤＰでどういう影響があるかということがこ

こに示されている数字です。例えば、ＥＡＦＴＡシミュレーション３、ＡＳＥＡ

Ｎ＋６を見ていただくと、1.68 と書いてあります。それは東アジアＦＴＡ、日中

韓、ＡＳＥＡＮ＋３でＦＴＡができた場合に、ＡＳＥＡＮ＋６のＧＤＰは 1.68％
上昇するという読み方です。それに対してＣＥＰＥＡというＡＳＥＡＮ＋６でＦ

ＴＡができた場合には、右下の数字ですけど 2.1％ＧＤＰが上がりますというこ

とで、メンバーが多いほうが、経済効果は大きいということがわかります。そう

いったようなことをやっています。これは実際に、トラック２という、一応民間

レベルの集まりではあるのですけども、その背後には政府がきちっといるのです

が、そういった枠組みでの研究に、わたし自身参加していまして、こういった数

字を使っています。 
     ３番目のテーマ、東アジアにおけるＦＴＡの経済への影響ということで、先ほ

ど言いましたように、また表１でごらんになっていただければ分かりますように、

ＦＴＡはかなりできています。ただ、できていると言っても、ほんとに企業はＦ

ＴＡを使っているのだろうかということで、アンケート調査を中心に研究を進め

ています。実態としては実は、２枚目の、 初のページが０ページなので、次の
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ページが１なのですけども、一番上に書いてありますように、アンケート調査に

よると、せいぜい 15％、20％の企業がＦＴＡを使っていて、ほかは使ってないと。

その問題点としては、ＦＴＡを使うために原産地証明をとらなきゃいけないわけ

ですけども、そのコストが高いとか、そういう問題があります。それをいかにし

たら引き下げ、コストを下げて利用率を高めるか、高めることができるかという

のが政府の問題でもあるし、わたしもそういった研究をしています、ということ

です。 
     後のテーマ、４番目のテーマですけれども、ＦＴＡの貿易への影響というこ

とです。ＦＴＡは先ほど言いましたようにできていますが、その結果、貿易にど

ういう影響が出てきたんだろうかということで、統計的な分析を行っています。

結果としては、期待されるようにＦＴＡ加盟国同士の貿易はかなり伸びている。

他方、ＦＴＡ加盟国と非加盟国の貿易に対してどういう影響があるのか。一つの

懸念は加盟国同士の貿易は伸びるけれども、非加盟国との貿易は減少してしまう

のではないかと。もしそうであれば経済的に好ましくないという議論があるわけ

ですけども、実際に数字を取ってみると、そういうこともなさそうだということ

が統計的分析から分かりました。 
     今後の研究としては、日本のＦＴＡを取り上げて、今お話ししたような研究、

これは世界のＦＴＡを対象とした研究ですので、日本に焦点を絞って少し突っ込

んだ分析をしてみたいなというのが一つ。それから２番目の東アジアにおける統

合市場の設立に向けての経済諸制度の比較分析、実はこれについては、深川さん

のレジュメを見るとそこに同じようなこと書いてありますので、その辺は深川さ

んと、今までも一緒にやってきたことがあるのですけども、このようなテーマで

研究を進めるかなということ。それから３番目のテーマとしましては、これまで

ＦＴＡを中心として地域内の貿易がどのように変化していっているかという研究

はしたわけですけども、それ以外の経済的な活動として、例えば投資、それから

ポートフォリオの資金とか、銀行融資、そういったような貿易以外の経済活動に

焦点を当てて、地域内でどのような動きがあるのかというのを見てみたいと思っ

ております。 
 一応、10 分ですので、これで終わりにします。 

 
 
 
白木 三秀 
「多国籍企業における人の移動」 
 
白木   わたしが関心を持っているのは、多国籍企業の中の人の問題なのですね。移動
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も関係していますけども、その中で技術移転等も関係すると思うのですが、とに

かく人の問題についてやってきていますので、しかもこの地域統合となると、多

国籍企業の活動っていうのは元々地域と関係ない活動するっていうのが本来の動

きだと思うのですね。人の動きもですね。したがって、こことの調整をどうする

かっていうので昨年来悩んでいまして、したがって昨年ここの予算、ここのファ

ンドはほとんど使わしていただいていません。使わしていただきましたのが一つ

だけでありまして、議論として率直なとこ申し上げますと、ここで１に書いてあ

ることだけしか調整できなかった。 
     ただ、わたし自身はどういうことやっているのかというのをちょっとだけご紹

介さしていただきながらお話ししたほうがいいと思いますね。先ほどのお話しと

関連しますと、こことの関連で昨年度やらしていただきましたのは、やっぱり地

域統合と関係しないといけないっていうこと念頭にありまして、差し当たりでき

ることは東アジアにおける、この人的支援とか労働について研究をしている人た

ちをネットワークすることが少しできるかなと思いました。そして始めましたの

が、早稲田と高麗と人民大学の大学院・博士課程、そこにはたまたま知り合いの

人たち、プロフェッサーがいまして、東アジアの地域の連携を作るにはまず、こ

れから若手の研究者のネットワークを作るのも必要じゃないかって呼びかけまし

た。それはそうだというので賛同してくれた三つ大学の３人の人を、３人以外に

も広がったわけですが、それでわれわれの大学院から４人の博士課程の人とか、

高麗から２人とか、人民大学はホストですからもっとたくさんの人たちが参加し

てくれまして、ワークショップを行いました。 
 報告書も１冊作りました、英文のですね。そういうのを一応作りまして、翌年

は、今年は早稲田でやりましょうと、その次高麗でやりましょうというのは一応

合意を得まして、これをやりたいと思っております。われわれのとこには４人、

僕のところにたまたまですけど４人博士課程の人がいまして、２人は日本人で２

人は留学生だったのですけど、しかも中国の留学生の方でした。今年度はちょっ

とメンバーも１人か、それぐらい変わってしまうんですが、日本人のドクターの

人が就職しましていなくなり、そして１人アルバニアからドクターが入ってきま

したから、メンバー変わるのですけども、やりたいと思います。英語での発表と

いうのは、あまりわたしのゼミではやってなかったのです。英語のテキストは読

んでいますが、そういうことでトレーニングしてやったというのが１つでありま

す。 
     実はこの地域統合と直接関係するかどうかというのは、わたしの元々の課題と

いいますか、どうやって取り組もうかなと。ですから、ここでいいアイデアいた

だければわたしもありがたいのですが。昨年やっておりましたのが、中国に進出

する多国籍企業ですね。これは日系だけではありません。アメリカ、欧米、そし
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て韓国・台湾等の多国籍企業が中国にたくさん入っているわけでありまして、そ

こが中国、たまたま中国をテリトリーに取り上げたわけですが、そこに入って、

そのローカルの企業と取引を行うと。取引を行って一定の水準の品質を保持、維

持するためには、ローカルの企業の一定の技術水準が必要であろうと。したがっ

て自然発生的に多国籍企業は地場の企業に技術移転、具体的には人の育成も関与

するのではないかと。その関与のしかたに、日系企業とアメリカ系、ヨーロピア

ンとか、韓国系、台湾系によって違いがあるんじゃないかと。その比較をするこ

とによって日本の企業の中国でのオペレーションの特徴を明らかにしたいという

ことで、実はアンケート調査をやりました。 
 いろんな人に協力を願ったのですが、１回だけでは調査表が集まらず、また日

系、調査表、調査設計にもちょっとミスがあったのですけども、そういうことで

サンプルが集まりにくいということで、何回かにわたって調査表を回収いたしま

した。それで 300 サンプルか、300 超えました。そのサンプルがあって、今デー

タインプットして、そのあとまた集めたものですから、もう一度再集計しなおそ

うと、これ夏休みやろうと思っているテーマが一つあります。これはわたしのド

クターの人と二人で。彼はもう就職しちゃったのですが、千葉経済大学というと

ころに就職したのですが、その彼と二人で夏休みにやろうかと思っています。そ

の間、地場の中小企業のヒアリングも何社か行いましたので、そのリポートの中

にはアンケート調査による数量的な分析と、同時にヒアリングによる事例分析も

若干入れて、まとめたいと思っています。これ夏休みにやる予定です。これ全く

書いていません。 
     もう一つは、これも地域の統合にぴったりではないのですが、地域に関するも

のといたしまして、外国人、要するにハイリースキルレイバーですね。日本では

専門的、技術的な人しか就労ビザは認めないという政策ポリシーを持っています。

ご存じの通りだと思います。例外は日系人の就労、これはハイリースキルでなく

てもいい。もう一つは技能実習制度ですね。研修と技能実習制度。この人たちに

ついても、これは研修ですから２年間なり３年間日本で技能実習をして帰っても

らうと。その得た技能でもって本国で貢献してもらうというのが本来の主旨であ

りまして、要するにフジベン労働者を入れないがゆえにこういう代替的な制度を

入れているのが日本の労働政策、外国人に対する労働政策のスタンスなのですね。 
     その中で完全と、ほぼ完全に流入、移動が認められていますのがハイリースキ

ルド、プロフェッショナルワーカーについてであります。この人たちの移動がど

うなっているのかということを、わたし自身は過去数年間、調査をしたり、もち

ろん厚生労働省なんかの研究、プロジェクトを幾つかやってきました。そういう

ペーパーも幾つか、荒っぽいのですが書いております。これは地域統合とぴった

り合うかどうか分かんないのですが、しかし実態として中国の人とか結構いるわ
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けでありまして、そういう意味では地域に関連はないわけではないわけですね。

こういうペーパーは既に、こないだも実はＯＥＣＤで会議がありまして、そこで

ペーパー１つ提議、出してきました。 
 こういうことで、ここに全く書いてなくて、地域統合に関係するかどうか分か

んないものですから、しかもここのあれと関係なかったものですから何も書いて

ないのですが、そういうのをやりました。なんかあと１分だそうで。 
     じゃあ、これから何やろうとしてるのかというのは、ここのファンドでできる

ことなのかなと思いながらも、でも何も書かないと、お前はじゃあ、この１番め

のドクターの学生の研究会だけやってんのかっていう、なんか研究会オーガナイ

ザーみたいな、なんかおじさんみたいな感じになって寂しいものですから、ちょ

っと書きました。これは、１つめは、浦田先生たちの地域に関する貿易とか投資

の関係にも関連する分野でありまして、これデータがあるかどうか自信ないんで

すが、１番めは海外派遣者にちょっと限定して、直接投資に伴って人が移動する

と、その辺の数量的な整理を行いたいと、東アジアにおいてですね。ＡＳＥＡＮ

からの投資は日本にほとんどない、少ないですから。実質的にあるのは日本と韓

国、台湾、そして 近中国の直接投資が出ていますので、その辺の、それに伴う

人の移動のマクロ的な数量を整理したいと。これならなんとかいくかなという感

じが１番目でありまして。 
     ２番目は、これまでわたし、海外派遣者、日本の企業から海外に行っている派

遣者の調査を、もうかなりやってきました、10 年以上ですね。非常に大きなデー

タベースを持っていることも事実であります。ただ、これも行っているデータを

集めていたものですから、地域に統合していくっていうのは結構難しいのですが、

日本の海外派遣者が抱える諸問題を、この東アジア、あるいはＡＳＥＡＮに限定

して分析しなおすということをやってみたいと。それによって地域統合と関係が

出るのかなということで、２番目のテーマを書いてみました。ただ、ここのファ

ンドをこれは超えちゃうんじゃないのというので、自分でやろうかなと思ってい

ますけれども、でも一応書いてあります。 
 ３番目は日本の企業、日系企業が海外行って離職率がものすごく高いわけであ

りまして、また人材の獲得で劣位に立たされているというのが実態でありまして、

その辺の理由は、わたしはモチベーションに関係していると思っておりますので、

その辺の分析をしたいと思っています。これは個人的な研究でもあるわけですが、

アンケート等、大きなトレースも考えているんですが、お金がつくかどうか。科

研費は１つ落とされましたね。そういうふうにやろうと思っています。以上が経

過です。 
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赤尾 健一 
「貿易と環境持続可能性」 
 
赤尾   今日は自由貿易と環境の問題に関して、環境経済学でどんな議論があるのかに

ついて紹介して、それからわたし自身の研究計画をお話ししたいと思います。 
     貿易と環境の問題についてはちょっと難しいっていうか、国際貿易はあんまり

得意じゃなかったので、敬して遠ざけていたんですけれど、今回は覚悟を決めて

やろうと思っています。ただ私は、レベルでいうとレーサーになるのに今、教習

所に通っているようなレベルなので、非常に初歩的なところからのお話しかでき

ません。 
 貿易と環境の関係については、１つには貿易が環境に及ぼす影響が議論されて

います。それからもう１つ、反対向きに、環境規制が自由貿易の下で経済に及ぼ

す影響というような形でも議論されています。こちらは環境規制を加えることで

経済活動が低下するというふうな話であります。 
     大きく分けて、以上の２つの議論があるのですけど、 初のほうの話でいうと、

これは環境保護の人たちが言っていることですが、例えば貿易自由化すると特定

の国に汚染が集まるぞとか、貿易自由化によって、世界全体で産業活動が活発化

して、それによる廃棄物が増加するぞとか。それから、貿易自由化すると各国の

産業間の競争が激化して、自分のところの国際競争力を高めるために環境規制を

弱めるというふうな、環境ダンピングとか、底辺に向かうレースというのが起こ

るぞとかですね。それから、貿易が自由化すると廃棄物の貿易も自由化するんじ

ゃないか、ちょっとこれは荒唐無稽な感じもしますが、というのも有害廃棄物の

貿易を規制するためにバーゼル条約とかあるのでそういうことはないのですが、

少なくとも自国内で廃棄物処理意欲の低下が起こるとか。あるいは貿易っていう

のはそもそも物理的に物が動くことなので、エネルギーをいっぱい使うことにな

り、それでＣＯ２の排出量も例えば増えますよとかですね。あるいは昔のマルク

ス経済学的な話で、不平等な貿易を通じて発展途上国の発展が抑圧される、ある

いは古典派経済学的な balance growth 的発想（成長経路上ではすべての産業が

均斉に発展するという考え）から、輸出に対する依存を強めることで均斉成長が

阻害される、それによってますます発展途上国は貧困になって環境政策を行う経

済的余裕がなくなるぞとか、いろいろ環境主義の人たちは自由貿易に対して懸念

を表明しています。 
     一方、産業界としては反対に、環境規制は貿易に対して悪い影響を及ぼすとい

うことで、ほかの国よりも厳しい環境基準を与えると、それによって規制産業の

国際競争力が損なわれて困ると、ありがちな話というか、今あらゆるところでこ
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ういう話を聞くと思うのですけど、こういうようなことを言っています。 
     環境と貿易の問題っていうのはそういうわけで、両方のほうから文句が出てく

るわけなのですけれど、ＷＴＯの中でもこれは１つ問題になっていて、今ドーハ・

ラウンドで全部で 13 個、14 項目ですか、いろいろ話し合って合意しないといけ

ない課題があるわけですが、貿易と環境はそのうちの１つの問題になっています。

ＷＴＯは、自由貿易を推進する機関ではあるのですけれど、環境の問題その他、

場合によっては自由貿易っていうよりも貿易障壁を支持するようなこともありう

るのだということを言っているわけですね。ただし難しいのは、環境保護をお題

目にして、保護主義的な対応をとる国が出てきたときに、真の環境保護とその振

りをしているものとの境目っていうのはなかなか見つけるのは難しいということ

があって、WTO も環境と貿易の問題について結論を出せないというのが現状で

あります。 
 というようなことで非常にややこしい話なのですけれど、ややこしい話なので

みんな好きなことを言うっていうか、いろいろ仮説があります。マイケル・ポー

ターという偉い経営学の先生がいらっしゃって、この人が言っていることは、産

業界は環境規制をすることによって国際競争力がなくなって、それで困るのだっ

て言っているのだけど、むしろ、たたけばたたくほど伸びるみたいな、そういう

議論をしています。むしろ環境規制を厳しくすることが、環境にやさしい技術の

開発を促し、それが長期的には国際競争力を高めるのだという主張です。これは

保護主義的な立場の人に喜ばれる意見ですけれど、次も保護主義的な立場の人の

意見で、Pollution haven hypothesis というのがあります。これは、貿易を自由

化すると環境規制の緩やかな国汚染産業が集中してしまう、そこに Pollution 
haven ができるというふうな意見です。 
 それから、それに対して、これは産業界が喜ぶような意見ですけど、環境クズ

ネッツ仮説というのがあります。スライドの下に出ているのが環境クズネッツカ

ーブと言われるものですけど、経済の発展段階を横軸にとって、縦軸に環境の質

をとりますと、カーブは逆Ｕ字型を描くという仮説です。どこかに転換点があり

まして、経済発展の初期の段階では、汚染というのはどんどん増えていきます。

ところが経済が発展してある点を越えると反対に汚染は減っていきますというの

です。例えば日本の二酸化硫黄、ＳＯｘなんかは実際にこういうカーブを描いて

います。 
     というようなことでいろんな話があるんですけれど、実際これを分析すると、

どんなふうになるのか、ちょっと紹介したいと思います。ここでは、自由貿易は

経済成長を促して環境問題を引き起こすというふうな考えに対して、それをどの

ように分析的に見ていくかということなんですけど、一般に、環境の変化を経済

の世界では三つの要素に分けます。スケール・エフェクトとコンポジション・エ
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フェクトとテクニック・エフェクトです。スケール・エフェクトっていうのは、

要するに経済の規模拡大に応じて汚染が比例的に大きくなることを表現する部分

です。つまり、経済規模が 2 倍になれば汚染も 2 倍になることを表します。コン

ポジション・エフェクトっていうのは産業の中身が変わっていくことによる汚染

の変化を表します。例えばサービス産業なんかに転換していけば汚染はその分減

っていくでしょう。この部分を表現するのがコンポジション・エフェクトです。

後のテクニック・エフェクトっていうのは、これは環境に優しい技術を採用す

る、それによって汚染が減少する部分を表現します。別に経済規模が大きくなっ

ても、産業の構造が変わったり、よい技術を使うようになれば、スケール・エフ

ェクトによる環境悪化分を、コンポジション・エフェクトとテクニック・エフェ

クトが相殺して、環境は改善される可能性があるわけです。反対に、経済が縮小

しても、汚染産業への特化が進めば、コンポジション・エフェクトがスケール・

エフェクトに勝って、環境悪化が生じることがあります。経済と環境の関係を見

るには、これら３つの効果を調べる必要があります。 
     先ほど浦田先生のシミュレーションでもあったと思うんですけれど、自由貿易

の推進やアジア各国の関係が強化されることで、各国の所得、ＧＤＰが増えると

いう話があるんですね。所得増加と環境の関係についてですけれど、一つはスケ

ール・エフェクト通じて、環境が悪くなります。一方で所得が増えると、環境と

いうのは所得が増えるとそれに対する需要が増えるわけです。だから民主的な国

では所得が増えると政府が国民の要請に対応して環境規制を厳しくします。この

規制強化は、テクニック・エフェクトを引き起こします。したがって、スケール

とテクニックの２つの効果のどちらが大きいかで、所得の増加は環境を悪化させ

ることもあれば、改善することもあります。 
 次に、貿易自由化に関するお話しをします。貿易を自由化すると、要するに汚

染産業の財を輸出している国では汚染産業がより発達するし、輸入している国で

は自国の汚染産業は衰退することになります。つまり、他国に対して比較優位を

持つ産業が汚染産業であれば、その国では自由化によって汚染産業がさらに栄え

るわけです。したがって、どういう国で汚染産業に比較優位があるのかが貿易自

由化と環境の問題を考える上で重要になってきます。一つは環境主義的な人が懸

念するように、緩やかな環境規制のある国は他の条件は一定として、汚染産業に

比較優位を持つことになります。それから、もう一つは、元々の貿易理論では、

各国の技術が平準化いしていると仮定して、比較優位は各国の要素賦存量によっ

て決まると考えます。たとえば汚染産業が資本集約的産業ならば、労働に比べて

相対的に資本の豊富な国が汚染産業に比較優位を持つことになります。実証研究

の中には、どのような環境指標について調べたのか忘れましたが、汚染産業はむ

しろ知識集約的で、人的資本が相対的に豊富な先進国に比較優位があり、しかも
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先進国の方が環境規制が一般に厳しいので、貿易自由化は先進国で汚染産業を発

展させ、世界全体で汚染の減少につながる、という結果を出しているのもあった

と記憶しています。 
     政府が仮によい政策を、 適政策を取っているときに、いったい貿易自由化で

どういうことが起こるのかを、横軸に汚染をと、縦軸に汚染のシャドープライス

をとって、考察してみたいとおもいます。まず、汚染財輸入国では貿易自由化を

すると、汚染産業は弱りますので、汚染の量は減ります。そのままでは、減りす

ぎるので政府が環境規制ちょっと緩めます。それから、汚染によって作られ、汚

染を出して作っている財の価格は、貿易自由化で輸入国では下がりますので、下

がることによって家計は、その汚染財をたくさん買おうとする、代替効果が働き

ます。その代替効果は汚染を増やす方向に働くのですけれど、一方で貿易自由化

の恩恵で所得が増えることによって、環境に対する価値が高まりますので、今度

は逆に汚染を減らそうと動きが働きます。ここの例では、このプラスマイナス二

つの効果が働いた結果、トータルでは汚染が増える方向に働くように描かれてい

ます。しかし、汚染材の輸入国ではすべての効果をあわせると、図に示されてい

るように元の状態よりは汚染は減ることになります。理論的には、汚染材輸入国

は貿易自由化で汚染が減少するというわけです。 
     次に汚染財を輸出している国の場合なのですけれど、これは上の説明とは逆の

動きになります。すなわち、汚染産業は発展し、輸入増加によって生じる汚染増

加分があるのですが、一方で人々は所得が増えることによって、また汚染財が外

国に売られて価格が上がってしまうので、その所得効果と代替効果を通じて汚染

を減らそうという動きが生まれます。すなわち、汚染産業の発展による汚染増と

人々の汚染材に対する需要の減少の二つの効果があるわけですが、それらを合わ

せたトータルの影響は曖昧です。すなわち、理論上は汚染が増えるか減るか分か

りません。したがって、この先の議論は実証研究に任されることになります。 
 先ほど出てきた Environmental Kuznets Curve という、経済発展にともなっ

て、 初は汚染が増えるけれど、あとでは減っていくという仮説についても、ど

ういうメカニズムでそれが起こるかを説明する理論がいくつかあります。しかし、

これは時間の都合があるので今回は端折ります。 
     以上のように、貿易自由化で汚染が増えることもあれば減ることもある、増え

る国もあれば減る国もある、発展途上国が常に pollution heaven となるわけでは

ない、と理論上はさまざまなことが起こり得るわけです。それで結局、現在分か

っていること何か、ということですけれど、それは、貿易自由化それ自身は社会

にとって望ましいということです。貿易自由化する国は、 適な環境政策をとっ

ている限り、環境は悪くなっても貿易自由化によってトータルの社会厚生は上が

るということを理論的に証明することができます。ですから問題になるのは、貿
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易自由化をする国が適切な環境政策をとっていない場合です。ただし、にもかか

わらず、全く適切な環境政策をとってない国でも理論上は貿易によるゲインが大

きくて、環境悪化によるマイナスを上回るというようなケースもありえます。だ

から、なかなか一概には言えないというふうなことになります。確実に言えるこ

とは、貿易自由化するときには、適切な環境政策を実現するように政策の改革を

やっていくことが必要だということです。 
     以上は、Copeland and Taylor の Trade and Environment という、現代の標準

的な環境と貿易のテキストに書かれていることのエッセンスを紹介しました。わ

たし自身としてはこのプロジェクトの中で、越境汚染の問題は当然入れていかな

いといけないと思っています。Copeland and Taylor の本では越境汚染は扱って

ないわけですね。それからわたしが得意としている経済動学の分野のテクニック

を使って、貿易パターンと環境が時間とともにどう変わっていくかというふうな

ことを見ていきたいと思います。特に要素賦存量の問題は、標準的な国際貿易の

モデルだと一定と、各国に与えられているものだとするわけですけれど、それは

本来時間とともに変化するものです。そのことを考えていきたいと思います。そ

れで、環境クズネッツカーブみたいに 初増えて後で減るという、動学的現象や、

あるいは poverty trap みたいに、貧困な状態にとどまっている状況で、かつ環境

も悪くなるようなケースがサハラ以南のアフリカ諸国などでは起きているわけで

すけれど、そういう問題を考えたりとか、あるいは人口の増加みたいなことも、

これはちょっと難しいのですけど考えていければというふうに思っております。

以上です。 
 
浦田   深川さん来てからこの領域でどういう方向で今後の研究を進めていくか、統一

できる、統一のテーマが考えられる部分と、そうじゃない部分があるわけで、で

きるだけその統一への方向で融合していきたいと思いますけど、深川さんが来る

までは、今まで３人発表したわけですけども、質問とかコメントをまず自由に言

ってもらうというように思いますが、いかがでしょうか。どなたでも。松岡さん。 
 
松岡   浦田先生のところ、白木先生のところも含めてなんですけど、１つは浦田先生

の１枚目から２枚目ですか。ＦＴＡを実際に利用している企業が 15 から 20％っ

ていう数字がありますよね。これは貿易量ではでも圧倒的だったのでしたかね。

量としては。 
 
浦田   正確には分からないのですが、そうだろうと。つまり大企業は使っているだろ

うから。 
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松岡   量のほうは分からない。 
 
浦田   正確には分からないです。 
 
松岡    確認したかったのは、浦田先生も白木先生も基本的にこういう経済的な側面、

あるいは労働者の側面のところは、これは多国籍企業だと。これを引っ張って

いるのが。という前提というのか、結果というのか、どこまでそこがどうなの

かということも含めてなんですけども。いわゆる経済統合というある種の機能

的な統合というものの主要ないわゆるドライバーというかアクターは多国籍企

業であり、依然としてアジアの場合そこが非常に重要なところだということだ

ということでよろしいのですか。 
 
浦田    どうしましょうか。質問に対して、具体的な質問であればそれに答えるとい

う形、具体的な質問でなければあとでまとめて議論するか。 
 
松岡    もう１つは、それに関連して、それ以外のなんかそういうアプローチをする

方法がないのでしょうかというのも、ちょっと聞きたかった点なのですけども。 
 
浦田    まず、貿易に関していえば、多国籍企業、この場合の多国籍企業の定義は外

国に子会社を１社以上持っている企業ということでいえば、日本の貿易の９割

は多国籍企業ですね。ですから、それは東アジアとの貿易に限っても、詳細を

見てないですけども、そのぐらいだと予想されます。ですから数字、額とか、

貿易額、あるいは投資額、人の動きもそうなのかもしれないですけど、多国籍

企業が主要なドライバーというのは間違いないと思います。それ以外のアプロ

ーチですけど、どういう、何を意味するかよく分からないですが、多国籍企業

以外のところに目をつけると。 
 
白木    いや、例えば人の移動であれば、多国籍企業で投資をした場合にその人が移

動するっていう面はもちろんありますよね。同時にそうじゃなくて、自らが行

って事業をやるとか。ですから企業内の移動で動いている、多国籍企業の中の

グループ企業内の移動で動いている以外の移動っていうのは当然ありうること

なのですね。ですから、そういう面はあるわけですが、どっちが数量的に大き

いかっていうのは、明らかに企業内の移動が相当大きい。 
 
松岡    聞きたかったのは要するに、多国籍企業が主導して地域が経済的に統合する

ということなのか、ある種の多国籍企業が行動する環境であるとか、制度であ
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るとか、創造であるとかっていう中で多国籍企業が動いていて、それが結果と

して多国籍企業が統合する主体として大きく浮かび上がっているということに

なるのか。要するに、地域統合、経済統合が、多国籍企業が主体で主語である

とすれば、それはもう多国籍企業研究としてやればいいと、あるいはやるべき

だと。 
 
浦田    投資する企業というのは多国籍企業だと定義して言っているわけですので、

多国籍企業に焦点を当てて分析をすることで進めていいと思います。 
 
松岡    ということは、そこから必然的には、政策的には多国籍企業が行動しやすい

ような、活動しやすいような環境を作ることが地域の経済統合を進めるという

ことにつながる、ということが政策的には。 
 
浦田    実際、日本の政策は、日本企業の投資環境を、ＦＴＡを使っていかに好まし

いものにするか、要は自由な環境を作るかというのがありますから、それがい

い悪いっていうんじゃなくて実態として、ＦＴＡを使う１つの理由は、今言っ

たような、日本企業にとっての好ましい環境を作る。それによって結果として

地域内の統合というのは進むのだろうなというようには思います。 
 
白木    ちょっと今のですが、政策的な誘導は若干起こるかもしれない。ただ、マク

ロ的な投資額の推移を見ますと、これまでやっぱり圧倒的多数は北米だったわ

け、過半数は。ところがここ 10 年ぐらいはＥＵが 大なのです。ですから、

政策的誘導で若干の、どちらかに動いていくっていう動きは、多分地域統合と

関係すると思いますが、企業が独自に考えて投資する場合には、それとは全く

枠は外れていると思います。 
 
天児    そう。今は何、ＥＵなの？ 
 
浦田    金額ではそうです。ただし、製造業でいえばアジアへの投資が大きい。 
 
白木    アジア、製造業だけ見りゃそう。投資額、総投資額ですね。 
 
天児    それ日本なの？ 
 
白木    日本の海外直接投資額ですね。ＦＤＡ、ＦＤＩです。トータルの総額を見る

限りでは、北米から今トータルはＥＵです。３つに分けるとですね。北米、Ｅ
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Ｕ、そしてアジアと分けると。アフリカは小さいですからね。アフリカとか中

南米は小さいですから。その３つのうちの競争見ますと、額はそう変わってき

ています。 
 
天児    どれぐらいの割合でアジアの、トレンドとしてはアジアが増えていますか？ 
 
白木    アジアが大体、あんまり僕の記憶ではそんな動いてないですよ。２、３割の

ところでずっと推移している。変動しますが。 
 
浦田    白木先生の今のご意見に反論するわけではないですけど、投資の金額ってい

うのは１件大きな投資が出すとバーって上がるんですよ。だから１年だけ見て

もあんまり意味がない。例えばサービス分野ですが、通信企業を買収するとバ

ーンって上がるわけですよ。ですから、僕が注目したいのは製造業であり、製

造業でいうとアジアの金額は非常に大きく上がっていると。それから、投資件

数は圧倒的にアジアですね。 
 
白木    人の数でいきますと半分、もしくは半分強がアジアですよ。額は小さいんで

すけど、人の雇用量はものすごく大きいという。 
 
浦田    件数、投資件数もアジア半分。 
 
天児    アジア半分。 
 
浦田    はい。ですから、やはり多国籍企業はアジアとの関係が非常に強いというの

はここしばらくの傾向だと思います。深川さんがいらしたので、お願いします。 
 
 
 
深川 由紀子 
「アジアにおける FTA の制度比較」 
 
深川    浦田先生とのお仕事が多いんですけれども、ちょっと互換性は一応持つよう

にしています。１つやっているのは、いっぱいＦＴＡができてきたので、その

中身が非常に多様なので。これを、すごく退屈な条文を読んだりとかしなきゃ

いけないのですけど、だれかまじめにやんなきゃいけないので、一応これをや

って、いかに多様であるかっていう。浦田先生とも話し合っているのですけど、
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ある種のデータベースみたいなのを作りたいかなと思っていて。ＡＤＢＩ、Ａ

ＤＢのほうとかにもあるので、なるべく重複しないような分かりやすいものを

作りたいと思っていまして。特に、やっぱり多様なＦＴＡ勝手に作るのはいい

のですけど、原産地証明の問題っていうのがやっぱだんだん出てくる時期に入

っていて、その原産地証明のすり合わせとか、そこから発生してくるコストと

かやっぱりあるので、それを引き続き追っておきたい。割と定点観測的な仕事

が１つです。 
      それから、ＦＴＡのパッケージの関税交渉だけじゃなくて、投資協定とかサ

ービス協定とか、日本は特にそういう傾向あるのですけど、すごく関税交渉と

パッケージにして交渉していくのです。ここもちょっと見ておかないといけな

いっていうところがあって、お作りした表はすごく一番簡単にしたものなので

すけれども。表１っていうやつですけれども。なんかもう、範囲が多様化して

多様なＦＴＡができているっていうのを、少し細かく見ておくという仕事が１

つ。これ内閣府に規制改革会議っていうのがあるのですけど、ここに原産地証

明の部会っていうのがありまして。延々とヒアリングしたり、コストを企業の

かたに聞いたりして、一応の答えは出しつつあるのですけど、まだまだ解決し

なきゃいけないという作業があります。 
      それからもう１つは、いっぱいいろんなＦＴＡできて、あたかも競争のよう

になっているので、それはそれでコンペシティブ・リベラリゼーションなのか

もしれないですけど。割とお互い高いＦＴＡを結ぼうとすると、内政とか利害

調整がついていかないっていうことがやっぱ既にいっぱい出てきていて。韓国

は典型的に自分の身丈に合わないハイレベルＦＴＡを勝手にコミットしてくる

と内政ついていかないっていうことを今、非常に味わっていると思うのですけ

ど。ほかのアジアの国も批准そのものはタイみたいに、ほんとにすんなりでき

ちゃう。国会さえしっかりしてくれればできちゃうところもありますし。批准

に手続きが割と簡単なところと、やっぱりものすごく審査を繰り返すところと

あるんで、そういう違いはありますけど。内政がついていかない問題ってやっ

ぱり結構大きくて、そうすると約束はしたけど実行されないっていう、またア

ジア型のパターンになりかねないので。内政にかかわるところ、特に、もうＡ

ＳＥＡＮ＋日中韓は事実上できたわけで、次、日中韓に入るので、この日中韓

の輪の一角として韓国が崩れて日韓ができなくて、中韓とも多分今の状態だと

できないので、そうすると日中韓のところで止まってしまうということもあっ

て、少し利害調整の問題を見ておきたいと思っています。 
      多分、中国は特に唯一アジアの中で産業調整１回もまともにやってない、改

革が産業調整だって言われりゃあそれまでなのでしょうけど。少なくとも法律

にのっとった不良債権の処理とか、つぶれていく企業をワークアウトしていく
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プロセスだとか。なんせ 10％成長続いているので、多分そんなに深刻に制度化

はされてないこともあって。恐らくＦＴＡで産業調整をやるべきなのと、ほん

とにまじめにやればやっぱり出てこないと意味がないわけですから、そういう

能力が果たしてあるのかっていうことを１つ、プロジェクトでやっています。 
      同じようなことで、延長上の３なのですけども。日中韓の場合、何分政治の

壁がやっぱり非常に大きくて、それぞれやっぱり民主化のプロセスにあるので、

世論がついてこないとなかなか結べないっていうところが、日本については特

にあるので。むしろＦＴＡにこだわるよりは機能的協力で。例えば物流とかを

やれば、今こんな油が上がってきていますよ、物流コストを劇的に落としてや

れば関税を、関税自体はそんなにもう高くないので、事実上のＦＴＡに近づく

可能性が非常に大きくって、いかにシームレス物流を協力で実現すれば、バー

チャルなＦＴＡができて、次に制度化のＦＴＡにいけるかっていうような話を、

経産省の研究会が１つあるので、これでやっております。今、国土交通省と経

産省が、仲悪いのですけど、一緒になってジータックの一般均衡モデルに、物

流を組み合わせたデータベースというのを作って、これできてくるといろんな

ことがシミュレーションできて、どこを先に、例えば九州・釜山・上海とかを

組み合わせると物流が も効率化するかみたいな話ができるようになってくる

ので、もうこれで、政治を繰り返しているよりかは、まだこういう機能的協力

をやったほうがいいかなっていうところがあり、このシームレス物流を利用し

ていきたいと思っています。 
      お二方の話と、結局機能的協力にも関してくる話なのですけど、もう１つ、

物流に関していえば、金融の決済機能っていうのがやっぱり安定してこないと、

物流の究極のシームレスがちょっとなかなかできなくて。アジアの資金還流も

ここ３年で劇的に変わってきて、また次、今度はアメリカのドル不安っていう

のが出てきて、もうどうなるか分かんないだと思いますけれども。全員、ほと

んどの国が経常収支黒字に１回なって、そこからまた今、石油で赤字になって

いくプロセスで、かなりいろんな激動が起きていて、その中で香港とシンガポ

ールの金融金利は多分揺るがないでいてくれると思うのですけど。ここが崩れ

ると、物流の金利もセンター機能が崩れてしまうので、少しお金のところを見

ておきたいかなということをやっております。 
 今日発表しようと思っていたのですけれども、経済のパートっていうのは実

態がもう既に存在しているので、それを結局一言でいかに制度化していくか、

実態をもっと深めていくかっていうことを、多分皆さん考えているのだと思い

ます。その中で、多分浦田先生は今日、貿易のほうの物の話、引き続き、ＦＴ

Ａのやっぱり中心っていうのは物なので。物の貿易が動かないままほかのもの

をなかなかやってもしょうがないので、物の話を多分追求されていって。白木
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先生は人の話をやっておられるので、もう少し、例えばＦＴＡにおける人の移

動とかビザの問題とか、滞在資格の話とか、制度の話と組み合わしていくと、

割とつながってくるかなと思うのですね。それはまさに日本が主張している包

括的連携が一番実態に近いことを実現できるのだっていうイデオロギーはあっ

て。できるかどうかはともかく、そういうことを考えています。 
      あとは、サービスについては、アジアは、ある意味物よりボーダーが低くっ

て。お金の世界はほんとにそうなのですけど、通貨危機になったのと、元から

プラットホームがアメリカでドルなのでという、元々垣根が割と低いところが

あって。ある意味、人が一番遅くて物がその次で、サービスとかお金って割と

環境、先に行っている部分ってあるので。そういうセクター間の進み方の違い

みたいのが強調できればいいかなと思っています。以上です。 
 
浦田    では、フリーディスカッション続けたいと思うのですが、 後に５分ぐらい

こっちのほうから話をするということで、よろしくお願いします。 
 
篠原    深川さん、経済のほうは実態があって、例えば物流にせよ、そういうことに

どんどん日本政府としては制度化をしていくっていう、そういうことですか。

そうするとそれは、今、深川先生のオブザベーションとして日本もやっている

けれども、大体そういうことがアジアでも波及するの、ビザとか人とか、そう

いうトレンドっていうのを、制度としての波及っていうのですか。それはやっ

ぱりありますか？ 
 
深川    制度がどういうふうに標準化していくかって結構、大変重要だと思っている

のですけど、３セクター、人・物・金を考えると、結構でこぼこがあって。国

内の法制度と対外的にコミットしてくることの整合性が高いレベルできちんと

とれるのは、やっぱり日本が一番国内法体系が整っているので、そういう面は

あるので、全体の制度の設計者としての役割っていうのはあると思うんですけ

ど。ただ反対に、やたら規制緩和できないという体質を持っているので、アジ

アのほうが先に行っているところっていうのもあって、人の移動とかはＡＳＥ

ＡＮの中の人の移動って結構自由化され、実質的に自由化されていますので。

例えばマレーシアなんかも人手不足の局面に入っているので、通貨危機でだい

ぶ返しましたけど、インドネシアもいっぱい出ますし。シンガポールはもう元

から移民政策非常にきちんとしていますので、ある意味で日本があとを追っか

けてくる図になっています。そういうところが一つあって、必ずしも日本がベ

ンチマークしたことが全部アジアスタンダードには全く、多分ならない。多分

日本はもしかすると人は一番遅いのかもしれない。 
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 サービスは多分その真ん中ら辺にあって。サービスは多分、ビジネスモデル

の保護とかも結構でこぼこがあって、ＩＴとかのモデルの保護とかはある意味、

韓国、台湾のほうが進んでいたりして。でも一方の割とトラディショナルなサ

ービスの企画化とかビジネスモデルっていうのはやっぱり市場が大きいので、

日本のほうがより行っていたりして。この辺の基準はだれがリードをとってい

くかっていうのは非常に混沌としているのですね。割と３人の住み分けあるの

で、それをすり合わせていきながら、その制度の収斂っていうのがどういうふ

うに進んでいくかっていう方向が出せればいいかなと思います。 
 
篠原    国際法の人は紛争関係するあっちのほうっていうか、そのことのリーガリゼ

ーションで結構論じたりするので。でも、確かに条文付き合わせて見ていけば

いろんなことが出てくるのですね。 
 
深川    あと、国内法との整合性がとれてないことが結構あって、ＦＴＡの法案を通

してから同時に国内法改正をするのですね。これもかなりでこぼこしていて、

日本も外務省がいっぱいＦＴＡ作るのを嫌がるのは、法務局と、法務省と国内

法文のすり合わせやんなくちゃいけないから嫌だっていうことで。日本でさえ

そのぐらいめんどうくさいので。多分、あとアジアの場合、先になんかＦＴＡ

でこういうのが必要だから、あとで国内法を作ってバタバタっとつじつまを合

わせるみたいな話っていうのは、もうポツンポツン出てきて、そこは成り立ち

違うのですけど。でも相当に無味乾燥な条文をやっぱり読まないと。あと、そ

れをどうして解釈するかっていうのはちょっとまた違う問題としてあるのです

けど。そういうすり合わせができるというか。 
 
天児    今、深川さん入れて４人の報告で、この経済領域はうまくいけるんじゃない

かと思っています。 
 
浦田    赤尾さんも、環境というのもうまく取り入れられるなという。 
 
天児    つながるんじゃないかなというね。わたし、今日のお話で、白木先生は割と

自分の自己規制をしてね、あんまりアジア極東のほうとおっしゃっていたのだ

けど。なんか４人のお話結構うまくつながりそうだなという感じが実はしたん

ですね。それは、割に今、深川さんが 後のところで物の話と人の話と政府の

話というふうに分けられた部分あるのだけど。浦田先生の話を聞いていて、浦

田先生の場合にＦＴＡがいわばどういうメリットをもたらしていくか、それで

それがＡＳＥＡＮ＋３の場合とか６の場合とか、そういう形でシミュレーショ
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ンを描いてＧＤＰにどう反映していくかっていう。プラスの部分で一つの、何

て言うかな、見通しみたいな分析されて、それは恐らく、それをどう制度化し

ていくのかという部分の問題に１つはつながると思うのだけど。 
      逆に赤尾さんの話は、そういう自由化が進む中で出てくる１つの問題として

環境の議論をされているわけですから、それは浦田さんにむしろ伺いたいのは、

ＦＴＡを進めていく、そしてそのことによって経済効果っていうものが期待さ

れると同時に、恐らくアジアの中で特にシビアなのが、負の側面、どういうふ

うにそれをクリアしていくかという、そこの問題が多分残っているし、それは

１つには環境の問題があるわけですから、そこのところのすり合わせが多分制

度としてそれが作れるとするならば、もうちょっと包括的な制度としてイメー

ジできるなら非常にいいことなのですね。 
      それで、そのときにアクターをどういうふうにイメージするのかという。ア

クターの場合に、当然政府という非常に重要なアクターがあるわけですよね。

その政府がイニシアティブを持ってある種の規制を緩和させていき、枠組みを

作っていくという役割を果たすというのが１つあると思うのです。それと同時

に、デファクトとしては、これは企業でしょうね。その企業が、多国籍企業と

して実質的には今、アジアの中で展開しているという部分があると。赤尾さん

の話になると、アクターはやはりそれと同時に、例えば市民とか、それからＮ

ＧＯとか、そういう部分がどうしても入ってこざるをえないだろう。そうする

と、この経済統合という一つの側面を考えると、アクターが政府と企業とそれ

から市民というか、そういう部分のアクターがあって、それで大きなストリー

ムは赤尾さんが言ったように、やはり経済自由化っていう大きなストリームが

あって、そのストリームの中で出てくる問題をどういうふうに取り込みながら、

その問題の解決に当たるかという仕組みを作っていったという。 
      もちろん経済の自由化自体、制度化というのは、深川さんが言われたように

あまりにもいろんなものがありすぎると。いろんなものがありすぎるから、そ

れをどういうふうに調整したらいいのかっていうのが、それ自身が一つの課題

であると。でもそういう感じで、そこをもうちょっと相互の意見のやり取りを

やってもらうと、聞いているほうももう一歩進むかなと思いました。質問とい

うよりも全体の描き方として、そういう感じでした。 
 
浦田    皆さんからいろんな意見を伺って、どうぞ。 
 
赤羽    今、お話の中で自由化という非常に重要なコンセプトがあって、それに基づ

く人の流れとか金融の流れ、技術の流れ、企業、投資の流れ、それから技術の

流れ、製造物、物の流れ、いろいろあるわけなのですけども、特に人の流れを
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見たときに、自由化というのは人の流れが、何て言うんですか、規模、数量的

に増えていくという磁力も当然あると思いますけども、その人が流れることに

よって人の、例えば労働者の権利とか、そういったものがあまりにも自由化し

てしまいますと、労働者の一番権利がない国の状況にほかの国もなってしまう

のじゃないかと。つまり人権が軽視されながらどんどん、どんどん自由化され

てしまうという傾向も、というか問題も指摘できるのではないかなと思いまし

て。 
      そうしますと人、労働者を含めました、これはスキルレイバーとアンスキル

レイバー両方入りますけども、こういった人たちの権利をより国際的な基準に

合ったような制度化、標準化する、整合していくという必要性も当然出てくる

と思うのですけども。そういうふうに考えますと、この研究のいろいろなグル

ープの間の関係っていうのもまた出てくるんじゃないかと思いまして。園田先

生のご研究の中にも価値観の普遍化といいますか、価値の総合性っていうので

すか、そういったものも研究されておるようですけども、労働者が抱えている、

労働者が自分で内包している価値、それから企業が労働者に対して考えている

価値、そういったものが多国籍企業がいろいろ移動することによってどういう

ふうに変わってきているのか、それが国際的な基準に近づいてきているのか、

あるいは国際的な基準を確立するのが非常に困難になってきているのか、その

辺を研究のテーマにすれば面白いんじゃないかなと思います。 
 
浦田    寺田さんと黒田さん、どうぞ。 
 
寺田    １つは深川先生にお伺いしたいのですが。日中韓のお話が出たのですけども、

ＦＴＡは多分日中韓でやってないと思うんですが。すいません、多分投資協定

の交渉をこの日中韓がやっていると思うんですけども、実際それと３か国のＦ

ＴＡの将来的なつながりっていうんですかね、なんかもしそれが制度的、ある

いは政策的にあるのであればお教えいただきたいというのが１つめの質問です。 
 先ほど深川先生のほうから人の移動の話があって、ちょっと東南アジアの話

が出ましたけども、わたしは実はシンガポールに、移民じゃないですけれども

レイバーとして７年ほどいたのですが。恐らくシンガポールとほかの東南アジ

アの国のレイバー、人の移動に対する政策というのは違う部分があって、恐ら

く僕はちょっとレイバーエコノミーの話はよく分からないのですけれども。た

だ実際に住んでいた者として見ると、非常にレイバー・インテンシブな部分と、

それからナレッジ・インテンシブな部分があって、いわゆるナレッジのほうで

すね。例えば弁護士さんの認可の話、それからお医者さんの、これは数で決ま

るのですけど、シンガポールの場合は。そういったお話の一方で、ここはほと
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んどもめることはないのですが、いわゆる道路の工事のお話しとか、あの辺、

あるいはメードさんのお話、さっき人権のお話がありましたけれども、ここは

常日ごろシンガポール、インドネシア、マレーシア、それからタイ、もめてい

る部分があるのですよね。ですんで、ここの実は、恐らく地域での制度化があ

る程度起こんないと、こういったことは常日ごろ、先週もメードを虐待したシ

ンガポールの女性が判決を受けていましたけれども。 
 恐らく知的な部分の人の移動っていうのは、恐らくほとんど東南アジアでは

シンガポール以外は起こっていないのでしょうけれども、レイバー・インテン

シブのほうですね。ここの制度化っていうのは、僕はＡＳＥＡＮの中で見てい

ても、アクターっていうのがあるのですけども、そこにＡＳＥＡＮコミュニテ

ィを作りましょうって中で人の移動も入るのですが、ほとんどここの話は恐ら

く地域として行われてないのではないか。ですんで、一国一国で見ればそうだ

けれども、地域として見た場合のそういう制度化、人の移動にせよ、そこは、

あくまでも素人目ですけども、ほとんど起こってないような気がしたので。日

本は遅れている、そうかもしれませんけれども、いわゆる制度面でいうとそん

なにＡＳＥＡＮ内、要するにもう少し細かく見ると、あまり違いがないのでは

ないかというふうに感想として思ったのですけど、そのあたりはいかがなんで

しょうか。 
 
浦田    黒田さんに話をしてもらって、あとでこちらのほうからまとめて意見を述べ

ます。 
 
黒田    私、教育なもんですから、経済や政治のほうから学びながらアジア地域統合

のことを研究したいと思っているんですけれど。特に経済の場合には現状とし

て進みつつ、デファクトとして進展しているアジアにおける経済統合と、それ

からそれを支援していくような制度設計というとこで、非常に深く議論がある

のだろうと思います。一方で政治だとかイデオロギーの問題とかがその前に、

理念の問題とかがあるのかなと思うのですけれど。先ほど深川さん、ちょっと

イデオロギーっていう言葉をお使いになったんですけれど、理念とか、それか

らもう少し理論、例えば赤尾先生は非常にユニークな存在で、グローバルに言

われている理論みたいなものが強く出されていて、一方でアジアの地域経済を

実態としてお三方の先生が見てらっしゃって、そこから何か議論が出てくるの

か。もしくはグローバルな理論と、それから地域の理論みたいのが対立するの

か、もしくはグローバルな理論を使って地域の経済を見ていけるのかっていう

ところで、何か確執があったりとか。もしくは反対に、今、学会の中で議論さ

れていることがあれば教えていただければなと思います。すいません、ちょっ
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と分かりにくいといいますか、僕の分野ではグローバルな、やはり教育学は当

然議論するわけですけど、ですのでアジアっていうことで何か議論し始めよう

とすると、非常に新しい形なんですね。経済のときと、もう少し、例えばフラ

イング・ギースとか、何かまだ、そういう議論がもう既にできているのかなと

思いまして、お話伺いたいと思います。 
 
浦田    あと７分ぐらいなので、今いろいろご意見いただきました。具体的な質問も

ありましたので、それに対する回答やお考えを、赤尾さん、白木さん、私、深

川さんの順番でお願いします。 
 
赤尾    わたしが言えることあんまりないんですけれど、 後の黒田先生のグローバ

ルかローカルかっていう話で、わたしはあんまりアジアのこと分かってないの

でなんとも言えないんですけれど、ＷＴＯの閣僚会議とかだと、別にシアトル

でやっても香港でやっても同じようにデモが起こりますよね。そういう点はあ

るなというのと、あと、日本がやっているシンガポールや、それからあとメキ

シコですか、今もうＦＴＡ締結されたもの。これに関していうと、別になんの

支障も日本国内に出てこない。環境と労働っていう二つの、いつもデモが起こ

るようなものがないわけですから、そういう点でいうとアジアの特殊性みたい

な、そういうところにあるのかなというふうな気はしました。 
 それ１つと、あともう１点。赤羽先生の言われた労働基準の話なんですけれ

ど、それによく似た話は環境でいうと、環境ダンピングっていう話があって、

あるいは環境基準どこに定めるのかっていう話があるわけですね。緩い環境基

準を持っている国に汚染産業が流れていくっていう Pollution Haven Effect は
あると。ところが実証研究をやると、それがあまり効いているわけではないと

いう結果が出てきますね。多分、経済学的な手法っていうのは、どうあるべき

かっていうよりも、そういう労働基準の違いによって労働っていう財がどんな

ふうに流れているのかっていう実態を見て、それで議論することに多分なると

思うんで、そういうところをちょっと注意して見ていきたいなというふうに思

っております。 
      後、天児先生がいわれた市民というアクターに関してなんですけど、これ

に関していうと、やっぱりＮＧＯの力っていうのはものすごい大きいわけで、

多国籍企業でいうと、例えば大きな石油とかの会社は、どこ行っても、インド

ネシア行ってもどこ行っても、すごい厳しい環境基準守っていると、それしな

いとえらいことになるわけですよね。かえってアメリカの中でやっているよう

な、鉱山会社みたいなところのほうが環境基準ちゃんと守ってないというふう

なことがあります。そういうふうなことちょっと思い出したんで、その辺ちょ
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っと考えながらやっていきたいというふうに思っています。どうもありがとう

ございます。 
 
白木    わたし、 初にわたしのテーマから言ってうまく接合できるかどうかって言

ったんですが、このＦＴＡを前提にある程度考えていくといろんなことができ

るなっていう気がしてきましてね。１つは。それからもう１つは、日本の立場

でいきますと、貿易に対するスタンスと労働に対するスタンスは全然違うと。

貿易では、ですから日本は自由化するっていう非常に強いポジションでいって

ると思うんですね。ところが、労働に関しては逆なんです。なぜならそれ自由

化すると日本に流入して、レイバーサプライがものすごい増えるっていうのは

ものすごい危惧してますから。ですからアンスキルドは完全に入れないという

スタンスを堅持しているわけですね。これが韓国とか台湾では全然違います。

あの辺はアンスキルド入れていま。一定の産業の中で。これ産業、僕の憶測で

は韓国では、もう韓国の人たちはアンスキルドの仕事はしないというスタンス

がものすごく強いんです。教育からもそうですね。だって大学進学率が７割、

８割って、みんなホワイトカラー目指してブルーカラーをものすごく低く見て

いるっていうように聞いていますので。ですからもうブルーカラーは自国人が

やらないと。したがって外国人に任せるっていうスタンスを政策的にとってい

る。そこが日本と全然違って、だから日本はそれを防衛する立場になってます

から。進んでいる、遅れているから言えば。遅れているように見えると。これ

はスタンスの違いなんです、ものすごく。 
      シンガポールはものすごい規制しながら、入れたり出したりいろいろやって

ますよね。だから人権からいうとシンガポールは全く無視して。だって、メー

ドさんだったらフィジカルチェックを全部やっているでしょう。フィジカルっ

てなんて言うんですかな、妊娠チェックをやっていますよね、完全に。それで

妊娠したらもう帰すっていうような。これ人権問題、今もやってんでしょう？ 

きっと。10 年前もやってましたけどね。これはいいのかな、なんてわれわれは

議論したんですけど、ずっと続けて。そういうのはだから平気でシンガポール

はその辺は気にしてないところで。だから日本と、シンガポールの立場と違う

んですけど。いずれにしても日本はそういう労働のスタンスで言えば遅れてい

るように見えるということは事実です。以上です。 
 
天児    後に浦田さんからお話をお話しします。 
 
浦田    幾つか感想があります。１つは、環境問題なのですけども、 近日本は確か、

環境ＥＰＡとか言いだしていますね。要は、環境は日本のＥＰＡ戦略の中の非



 25

常に重要な部分。特に東アジアとのＥＰＡ。ＦＴＡって言葉より、日本はＥＰ

Ａって言葉を使いたがるわけですけど。そういう実態があるのでで、赤尾さん

のところの分野っていうのは、日本のＥＰＡ、ＦＴＡ政策を考えるうえでも非

常に重要ですし、この地域の環境を改善するという意味では、東アジアにとっ

ても非常に重要であるというように思います。 
      ＥＰＡ、ＦＴＡの中にも一応、環境分野ってあるんですよね。それは協力っ

ていう枠の中だと思います。ＮＡＦＴＡとか北米を中心としたＦＴＡの中には

もっと厳しい環境に対する取り決め。アメリカは環境と人権、人の問題は非常

に関心が強いので、ＷＴＯでもそういう議論を彼らはしたいわけですけれども、

そこでは反対が多いので、せめて自分たちが主導権を握れるＦＴＡではという

ことで絶対入れてくるわけですね。それから労働者の権利の問題とかですけど。

北米を中心としてできあがっているＦＴＡの中での環境の扱われ方、あるいは

人の扱われ方と、東アジアで作られつつあるＦＴＡ、ＥＰＡの中での環境とか

人の扱われ方、どう違うかっていうファクト・ファインディングも面白いと思

いますし、どのような内容を含んだＥＰＡにすれば、それぞれの課題とか問題

に対するいい対処の方法っていうのが考えられるかなという、こういう分析も

あるかと思います。 
      それから、どなたかが、これはだれだったかが言っていた、例えばＦＴＡが

実現し、物の貿易が自由化されたことによって環境にどのような影響を与える

のか、を研究することも興味深いと思います。わたしが研究して簡単に紹介し

た数値例には全く環境が入ってないのでそのような研究は面白いと思いました。 
      それから、人の問題なんですけど、今アジアで起こっている１つの問題は、

ハイスキル労働者の取り合いなのですよね。それはアジア域内だけで起こって

いるんじゃない。実はハイスキルはみんな北米行っちゃうわけです。アジアで

育てても、 終的には北米でみんな働きたいって言って、アジアに残らないの

ですね。ですからアジアの人をどのように育てて、この地域で、活躍してもら

うかということで、そういう観点からやはり人材育成を考えないといけないと

思います。いい人材ができたはいいけども、全くここで使われてないっていう

状況がこれからも続くと思うのですよね。ですから、そういった問題にどう対

処するか。これは地域の問題であり、グローバル化との関係での問題ですが、

黒田さんがおっしゃったことに関連すると思います。 
      僕の考えとしては、まずファクト・ファインディング、制度の問題、それか

ら人・物・金の動きのファクト・ファインディング。そういうようなことをき

ちっとやって、そしてその分析を踏まえて、どういった制度設計をしていくか

ということ。その場合に、 後の点ですけど、あるいは提案したい１つの点で

すけど、日本っていうのをどのように意識するか。東アジアという観点から議
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論することと、日本っていう視点から議論する場合、重なる部分もあるとは思

うのですけど、対立する部分っていうのもあって、このプログラムではこのと

ころをどう意識するか。これは経済だけの問題じゃなくて、ほかの分野でもあ

ると思うんですが、その辺も議論したらいいのかなと思いました。以上です。 
 
深川    初、投資協定の質問あったと思うんですけど、これまだ完全に決着はして

ないんですけど、韓国は早々手を打ってしまったので、日中韓の交渉枠が崩れ

ちゃって、ただ韓国も不満を残しているので、またＦＴＡと一緒に改定をやろ

うとしています。だから、またぞろ蒸し返されてくる話で、やっぱり中国との

規制緩和の交渉って、ラッキョウの皮をむくようにやり続けるしかないので、

１回で全部もちろんできないので、やっぱり中国の、ほんとに本音としてやっ

ぱりマネージできないっていう部分もあるわけですよね。例えば日本がすごく

要求しているような、日韓で既にあるような、すごく高いレベルの内国民待遇

って許容しちゃうと、もう全部サービスの規制とか国内の規制とか崩れちゃっ

て、それは国内で言うこと聞くわけはないですから。だからコミットできない

というのが正直なところで、少しずつやっぱり、そのラッキョウの皮むく方式

の交渉をやっていくのかなと。 
 今回は、一応トランスペアレンシーとかアカウンタビリティーに中央政府が

できる限りはやるっていうとこまでにはきてるので、それを一応、法的に担保

したっていうか、あとパブリックコメントを一応募るとか、曲がりなりにもや

り始めているので、そういう進歩を１つずつやっぱりやっていくしかないかな

ということで思います。ただ、これから多分、今年初めて日中韓の首脳会談、

秋にありますんで、そこで物流イニシアティブとか出るんですけど。物流って

許認可と、それから国内と国外が連携しなきゃいけないっていう、非常に規制

産業の賜物なので、ここは投資協定のテストケースになるっていうか、アカウ

ンタビリティーどのぐらいやってくれるかみたいな話をずっと延々と続けてい

く出発点になるかなと思います。 
 あと、皆さんのお話で思っていたのは、アジアの場合、やっぱりはっきり言

って人権とか、ついこの前まで開発独裁の世界だったので、人権とかそういう

概念ってあくまでも西洋人が持ち出してきた非常に外部的なものっていう感じ

って、やっぱりまだまだ結構残っていると思う。国内の内政的な感覚からする

と。ただ、やっぱり成長自体はグローバル経済にものすごくコミットしている

ので、表面的ではあってもコミットしていかざるをえないですね。そうすると

一番楽なのは何かっていうと、明らかにイスラム圏とその他の圏の価値観とか

文化とか人権観とかやっぱり違うわけで。すり合わせるのは無理だから、一番

簡単なのはグローバル・プラットホームに全員がハブ・アンド・スポークする
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っていうのがいろんな意味で楽なところがあって。そこは多分これからきっと

ＩＬＯの基準をみんなでちゃんと守りましょうとか、そういうプラットホーム

のほうが多分楽。それからＯＥＣＤに入ってくるようなところは、労働関係は

またＩＬＯの中でもアップグレードしたレベルを守らなきゃいけないので、国

内の調整みんなやりますから、そういうプラットホームをうまく使ってくって

いうのはやっと１つ出てきていると思います。安全基準とかも、実はＡＳＥＡ

Ｎの中の安全基準とかも全部ヨーロッパ基準になっていますから。 
 これは各国がみんな自分のこといったら果てどもなくなっちゃうので、第三

者のプラットホームにみんなハブするのが実は楽だっていうことがあって。そ

ういう体質って多分結構これからもずっと続いていくと思います。それで表面

的にはうちはこんなにインターナショナルにやっていますって言えちゃう話な

んで便利ですから。本当に国内の土着的なものとぴったり合うかどうかはとも

かくとして、とりあえず成長が続くっていうことが大事だっていう観点からは、

そういうマネージのしかたはあるかなという感じがあると思います。 
 それからもう１つは、それの典型がある種、ナレッジの世界では恐らく起き

ていて、多分、医者とかロイヤーとか、アメリカで学位取る人ものすごく多く

て、これをそのまんま故郷に持って帰ってやれて、アメリカと行ったり来たり

しながら働けるのが一番財産形成に便利なので、その圧力って結構ひしひしと

効いていて、多分会計法もグローバル、国際会計法にもうなっていないのはた

ぶん日本だけですよね。だからアカウンターとかは割とどこでも働けちゃうわ

けで、こういうところに、ナレッジベースはストレートに国際プラットホーム

というのは効いてきている感じはあると思います。 
 あと、環境の話は、アメリカ人の場合ものすごく、ＦＴＡとかも条文化して

ロイヤー的な発想でやるので、かえって企業としては Pollution Haven を国外

に作るとかいう発想に余計押し出している部分あると思うんですけど。アジア

のＦＴＡってある意味でなあなあな、非常にいい加減なところもあって、必ず

自由化だけっていうんじゃなくて、協力も組み合わせてやっていく交渉なので。

その協力の中に、信頼ベースなので実際にはなんかが起こったときにそこで交

渉するっていうたぐいが多くなってくると思いますけど、割とよく多国籍企業

の動きとか各国ともウォッチしていますから。 
自由化の協力の枠組みの中にそういうのを組み込んでいって、ある種アジア

的なやり方だと思いますけど、あんまり条文とか、どっちみち権利とかの概念

自体がそもそも各国全部違うわけですから、そこで国際交渉してもしょうがな

くって、ある種、遊びの部分を残しながら進んでいくっていうのが、今の実態

として一番現実的なのかなと。そういう意味でアジアの特性っていうのは、す

ごくあるなというふうに思っております。 


